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SUMMARY 

On August 8th, 2024, the Nankai Trough Earthquake Extra Information 
(Advisory), which is an uncertain disaster information announcing that the 
probability of a large earthquake along the Nankai trough is assessed to be 
relatively higher than normal, was issued for the first time since 2017. In this study, 
an internet survey was conducted to examine people’s response to the information. 
The results indicated that the Extra Information had little effects on people’s 
preparedness for the Nankai trough earthquake; 25 % of people took no actions 
although people’s awareness of the Extra Information raised significantly 
compared to the previous survey carried out one year ago. It was also suggested 
that overall people’s reactions for disaster mitigation to the next issuance of the 
information could diminish. These results imply that the implementation of the 
Extra Information does not contribute for promoting disaster preparedness.  
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1．はじめに 

 

2024 年 8 月８日，日向灘を震源とするマグ

ニチュード 7.1 の地震が発生した．この地震

を受けて国は南海トラフ地震臨時情報（以下，

臨時情報）（巨大地震注意）を初めて発表し， 
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「南海トラフ地震の想定震源域では，新たな

大規模地震の発生可能性が平常時と比べて相

対的に高まっている」とした[1]．しかしその

一方，防災対応としては「日常の生活におけ

る社会経済活動を継続しつつも、日頃からの

地震への備えの再確認等を」と呼びかけた[2]．

この一見背反する内容のため，『「相対的に地

震が起きやすくなっている」と言いながら、

「普段の生活を続けながら、備えの見直しを」

と、どの程度危機感を持てばいいのかさっぱ

りわからなかった』といった困惑の声が挙が

り[3]，海水浴場の閉鎖，特急列車等の運休や

徐行運転，旅行・宿泊のキャンセル，水や防

災グッズの売り切れ等が一部で発生した． 

そもそも臨時情報は，南海トラフ沿いで発

生する巨大地震が「通常時に比べ発生の可能

性が相対的に高まっている」と評価された場

合等に発表されることとされた「南海トラフ

地震に関連する情報」に端を発するものであ

る．2019 年 5 月には，観測された異常な現象

に応じて「巨大地震警戒」と「巨大地震注意」

の 2 ランクにわけた情報を発表すると改訂さ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

れ[4]，その際の具体的な防災対応についても，

2019 年 3 月に公開された「南海トラフ地震の

多様な発生形態に備えた防災対応検討ガイド

ライン【第 1版】（以下，ガイドライン）」に

定められた[5] [6]． 

ガイドラインによれば，「地震発生時期等

の確度の高い予測は困難であり，完全に安全

な防災対応を実施することは現実的に困難で

ある」[5]（同 p9）ことから，今回のような臨

時情報（巨大地震注意）が発表されても，「日

常生活を行いつつ，日頃からの地震への備え

の再確認，個々の状況に応じて，一定期間地

震発生に注意した行動をとること」[5]（同 p67）

と定められている． 

このように定められたのは，2016年に発表

された「地震予知は困難である」との国の報

告[7]を受け，臨時情報発表後の地震発生は確

率的には低いものの，その可能性も完全には

否定できない「もうこれ以上はわからない」

という状況に対して，国が「政策的な判断」

としてこうした防災対応を取ると決定したた

めである[8]． 

表 1 質問項目（設問） 

設問 内 容 回答形式

1
8⽉8⽇に気象庁から「南海トラフ地震臨時情報(巨⼤地震注意)」が発表されました。その時点で、あなたはこの情報についてど

の程度ご存じでしたか。
選択

2 「南海トラフ地震臨時情報(巨⼤地震注意)」の発表を聞いたあと、どのような⾏動をとりましたか。(いくつでも) 選択+記述

3 「巨⼤地震注意」が発表されたことを知った時、「1週間以内」に⼤地震が起きる確率はどの程度だと思いましたか? 選択

4 「巨⼤地震注意」が発表されたあと、地震への危機感は何⽇くらい持続しましたか。 選択

5 「巨⼤地震注意」が発表された時に、あなたが知りたかった情報は何でしたか。(いくつでも) 選択+記述

6
今回は、続けて⼤地震が発⽣することなく、南海トラフ地震臨時情報(巨⼤地震注意)による1週間の呼びかけは終了しました。今

後、この情報はどうあるべきだと思いますか。
選択+記述

7
将来、南海トラフ地震臨時情報が発表されるときに1週間以内に⼤地震が起こる確率が⽰された場合、あなたはどのような⾏動を

とりますか。
選択+記述

8
あなたのご家庭の防災対策についておたずねします。臨時情報による呼びかけが終了した現在の時点で、以下の対策をしていま

すか。
選択
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表 2 質問項目（回答選択肢） 

設問 選 択 ア イ テ ム 回 答 ⽅ 法

1

インターネットなどで確認し、よく知っていた
テレビ番組の解説などで、どのような情報か聞いたことがあった
⽿にしたことはあったが、具体的にどのような情報かは知らなかった
初めて知った
発表されたことを知らない

選択アイテムから⼀つ選択

2

何もしなかった(排他)
インターネットから情報を得た
FacebookやX(旧Twitter)などのSNSで情報を得た
テレビから情報を得た
ラジオから情報を得た
⼤地震が起きたときのことについて家族と話し合った
⾮常持ち出し品の確認をした
⾷料や燃料の備蓄を確認した
⾷料や燃料を買い込んだ
室内の家具固定を確認し、応急対策をした
⾃宅の中の安全な場所で寝るようにした
会社や学校を休むことにした
仕事などをオンラインに変更した
旅⾏や遊びの予定を変更した
近くに住む親戚や友⼈の家に避難した
地域の避難所へ⾏った
その他（⾃由記述）

選択アイテムから選択（複数回答可）

3

100%近い確率で⼤地震が起こる（臨時情報が発表されたら、ほぼ確実に⼤地震が起こる）
80%程度の確率で⼤地震が起こる（臨時情報が5回発表されたら、その内4回は⼤地震が起きる）
50%程度の確率で⼤地震が起こる（臨時情報が2回発表されたら、その内1回は⼤地震が起きる）
25%程度の確率で⼤地震が起こる（臨時情報が4回発表されたら、その内1回は⼤地震が起きる）
10%程度の確率で⼤地震が起こる（臨時情報が10回発表されたら、その内1回は⼤地震が起きる）
1%程度の確率で⼤地震が起こる（臨時情報が100回発表されたら、その内1回は⼤地震が起きる）
0.1%程度の確率で⼤地震が起こる（臨時情報が1,000回発表されたら、その内1回は⼤地震が起きる）
地震が起こることはない

選択アイテムから⼀つ選択

4

危機感は⾼まらなかった
発表された当⽇だけ
発表翌⽇くらいまで
⽇曜⽇頃まで（約３⽇間）
⽕曜⽇頃まで（約５⽇間）
特別な呼びかけが終わった⽊曜⽇まで（１週間）
危機感は⾼まったままである

選択アイテムから⼀つ選択

5

「巨⼤地震注意」がどのような情報なのか
「巨⼤地震注意」が発表された理由
とるべき具体的な防災対応⾏動
「⽇頃からの備えの再確認」が推奨された理由
具体的な避難場所
対応を取るべき期間の⻑さ
その他（⾃由記述）

選択アイテムから選択（複数回答可）

6

今のまま、次も発表するのがよい
平常時からの広報や解説を充実した上で、次も発表するのがよい
地震発⽣の⾒込みがもっと⾼い場合に限り、発表するのがよい
情報発表による混乱が⼤きいので、今後は発表しない⽅がよい
その他（⾃由記述）

選択アイテムから⼀つ選択

7

80%の確率で⼤地震が起こる（臨時情報が5回発表されたら、その内4回は⼤地震が起きる）
50%の確率で⼤地震が起こる（臨時情報が2回発表されたら、その内1回は⼤地震が起きる）
25%の確率で⼤地震が起こる（臨時情報が4回発表されたら、その内1回は⼤地震が起きる）
10%の確率で⼤地震が起こる（臨時情報が10回発表されたら、その内1回は⼤地震が起きる）
1%の確率で⼤地震が起こる（臨時情報が100回発表されたら、その内1回は⼤地震が起きる）
0.1%の確率で⼤地震が起こる（臨時情報が1,000回発表されたら、その内1回は⼤地震が起きる）

それぞれの選択アイテムに対して，以下から複数選択
（「何もしない」は排他）：

・何もしない
・地震が起きたときのことについて家族と話し合う
・⾮常持ち出し品の確認をする
・⾷料や燃料を買い込む
・室内の家具固定を確認し、応急対策をする
・⾃宅の中の安全な場所で寝る
・会社や学校は休む
・近くに住む親戚や友⼈の家に避難する
・地域の避難所へ⾏く
・その他：（⾃由記述）

8

家具や⾷器棚が転倒しないようにしている
懐中電灯を常備している
携帯ラジオを常備している
携帯カセットコンロとガスボンベを常備している
災害に備えて⾷料を準備している
災害に備えて飲料⽔を準備している
災害時の家族との連絡⽅法を決めている
⾮常持ち出し袋を準備している
応急処置法を知っている
⾮常⽤のトイレを準備している
地域の防災訓練に参加している
災害ハザードマップを⾒て避難場所を確認している
ハザードマップで住んでいる場所の津波の⾼さを確認している
ハザードマップで住んでいる場所で予想される揺れの強さを確認している
住んでいる建物は⼗分な耐震性能がある
住んでいる場所は津波の想定浸⽔域の外である
将来、転居することがあれば耐震性能を重視する
将来、転居することがあれば津波の想定浸⽔域は避ける

以下の選択肢から⼀つ選択：

・はい
・いいえ
・わからない



 

 4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

こうした防災対応が定められていたもの

の，今回の臨時情報の発表において一部で混

乱が生じたことは，臨時情報を導入した政策

的意図が十分社会に伝わっていなかったこと

を意味する．実際，大谷・林（2024）[9]は，

今回の臨時情報が発表される一年前の 2023

年 7 月に社会調査を実施し，「臨時情報の発

表は，高い確率での後発地震の発生を意味し

ている」と認識している割合が相当程度ある

こと，臨時情報の発表に伴い，事前避難等，

国が必ずしも推奨していない防災行動を取る

割合についても一定程度見られることを明ら

かにした． 

今回初めて臨時情報が発表されたことを

受け，本研究では緊急アンケート調査を実施

した．1 年前の調査結果と比較することで，

初の臨時情報発表によって人々の臨時情報に

対する認識がどう変化したのかについて明ら

かにした．そのことで，臨時情報を導入した

国の政策的意図がどの程度実現したのかを検

証した．  

 

2．調査手法 

 

今回，インターネットによるモニター調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

を，臨時情報（巨大地震注意）による注意の

呼びかけ期間が終了した 2024 年 8 月 15 日か

ら間もない，2024 年 8 月 20 日〜8 月 22 日に

実施した. 前回の調査との時間変化を見るた

め，調査方法や設問は基本的に大谷・林（2024）

[9]によるものを踏襲した．調査は楽天インサ

イト社に委託し，同社に登録しているモニタ

ーのうち，調査地域の都府県，年代，性別の

要件を満たす対象に電子メールで回答を依頼

した．インターネット調査の開始にあたって

は，地震に関係するアンケートであることを

明示し，地震について恐怖感情を持つ人など

が回答を拒否できるように配慮した．表 1，

表 2 に質問項目を示す．対象は，東京都，静

岡県，愛知県，大阪府，広島県，徳島県，高

知県，宮崎県の 8都府県である．男女各 40名

の 5世代（20，30，40，50，60代）を対象に，

合計 3200人に対して実施した．なお，徳島県

男性 20代（16 名）・女性 20代（36 名），高知

県男性 20代（11名）・女性 20代（27名），宮

崎県男性 20代（11名）・女性 20代（36 名）

に対しては，40名のサンプルが集まらなかっ

たので，不足分を同性他世代に割り振って各

県総計 400名に調整した．なお，アンケート

調査において今回そもそも臨時情報が発表さ 

図 1 臨時情報(巨大地震注意)の認知度 
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れたことを知らなかったとする層も一定程度

存在したため，こういった層はあらかじめ除

外した．  

 

3．結果 

 

以下に示す全ての図表は，東京都を除いた

7 府県の合計から作成した．臨時情報発表に

よって防災対応が求める「南海トラフ地震防

災対策推進地域」は，静岡県・愛知県・徳島

県・高知県・宮崎県ではその全域，大阪府も

北端の能勢町を除く全域，広島県も都市部の

大半が対象であるのに対して，東京都は人口

の少ない島嶼部を除いては全域対象ではない

ためである． 

 

3．1 臨時情報の認知度 

図 1 は，『8 月 8 日に気象庁から「南海トラ

フ地震臨時情報(巨大地震注意)」が発表され

ました． その時点で，あなたはこの情報につ

いてどの程度ご存じでしたか』に対する結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

である．前回の調査での質問，『南海トラフ沿

いで巨大地震の発生する可能性が普段より相

対的に高まった場合には，気象庁から「南海

トラフ地震臨時情報」が発表されることにな

っています．この情報についてどの程度ご存

じですか』と比較すると，1 年前は「インター

ネットなどで確認し，よく知っている」およ

び「テレビ番組の解説などで，どのような情

報か聞いたことがある」は 4割超であったも

のが，今回 7割超と大きく増加している． 

 

3．2 地震発生の主観確率 

図 2 は『「巨大地震注意」が発表されたこと

を知った時，「1週間以内」に大地震が起きる

確率はどの程度だと思いましたか』に対する

結果である．あわせて，前回 2023 年の調査の

『南海トラフ地震臨時情報のうち，「巨大地震

注意」が発表された場合，注意期間である「1

週間以内」に，大地震が起こる確率はどの程

度だと思いますか』と比較した結果を示す．

なお今回の調査では，最初の地震が起きてか 

図 2 臨時情報（巨大地震注意）における地震発生の主観確率 
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25%程度の確率で⼤地震が起こる（臨時情報が4回発表されたら、その内1回は⼤地震が起きる）
10%程度の確率で⼤地震が起こる（臨時情報が10回発表されたら、その内1回は⼤地震が起きる）
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図 3 臨時情報（巨大地震注意）発表を聞いた後の防災行動 

図 4 臨時情報（巨大地震注意）発表を聞いて知りたかったこと 

図 5 危機感の持続期間 
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⽕曜⽇頃まで（約５⽇間）
特別な呼びかけが終わった⽊曜⽇まで（１週間）
危機感は⾼まったままである
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ら 1週間以内にマグニチュード 8 クラスの後

続地震が発生する確率は，今回のような一部

割れケースの臨時情報（巨大地震注意）の場

合では 0.4%程度とガイドラインにあること

から，前回の調査の回答選択肢にはなかった

0.1%を新たに設けている．  

前回 2023 年 7 月の調査では，「臨時情報（巨

大地震注意）」は「50%以上の確率で 1週間以

内に大地震が起こる情報」だと考えている人

が 6 割以上にのぼっていたが，今回 2024 年 8

月の段階では 3割程度にまで低下している 

 

3．3 臨時情報発表を聞いた後の防災行動 

図 3 は，『「南海トラフ地震臨時情報(巨大

地震注意)」の発表を聞いたあと，どのような

行動をとりましたか』に対する結果である（複

数回答可能）．何らかのアクションを起こした

ケースでは，「テレビから情報を得た（47.0%）」，

「インターネットから情報を得た（37.1%）」

などの情報収集活動が多かった．その後に，

「食料や燃料の備蓄を確認した（26.5％）」や

「非常持ち出し品の確認をした(23.0%)」等，

自宅にある備蓄や非常持ち出し品の確認や，

「大地震が起きたときのことについて家族と

話し合った（18.9%）」，「食料や燃料を買い込

んだ（14.5%）」が続いた．一方，「何もしなか

った」と回答した割合も 24.7%あった．また，

ガイドラインで国が推奨している防災行動の

内，「室内の家具固定を確認し，応急対策をし

た」（5.5%）「自宅の中の安全な場所で寝るよ

うにした」（5.2%）は，他の選択肢に比べて著

しく低かった． 

 

3．4 知りたかった情報の内容 

図 4 は『「巨大地震注意」が発表された時

に，あなたが知りたかった情報は何でしたか』

に対する結果である．『「巨大地震注意」がど

のような情報なのか』，『「巨大地震注意」が発

表された理由』，『とるべき具体的な防災対応

行動』が 4割前後で，それに『対応を取るべ

き期間の長さ』が 2.5割程度で続くなど，臨

時情報の中身や，具体的に取るべき防災行動

についての回答が多かった． 

 

3．5 危機感の持続期間 

図 5 は『「巨大地震注意」が発表されたあ

と，地震への危機感は何日くらい持続しまし

たか』に対する結果である．「危機感は高まら

なかった」も含めて「発表された当日」まで

に全体の約 2割が，「3 日間まで」に半数強が

地震への危機感をなくしていることが分かる．  

 

3．6 日頃からの地震への備え 

図 6 と表 1 は，『あなたのご家庭の防災対

策についておたずねします．臨時情報による

呼びかけが終了した現在の時点で，以下の対

策をしていますか』に対する結果を，前回

2023 年のものと比べたものである． 

前回と比べて 10 ポイント以上上昇してい

るのは，「災害に備えて食料を準備している

（+10.1%）」，「災害に備えて飲料水を準備して

いる（+11.9%）」「非常持ち出し袋を準備して

いる（+10.0%）」といった項目である．これら

に続いて，「非常用のトイレを準備している

（+8.0%）」，「災害時の家族との連絡方法を決

めている（+5.6%）」も５ポイント以上の上昇

を示している．それ以外の項目については微

増，もしくはほとんど変わらない（減少して

いる項目は，「応急処置法を知っている（-

3.2%），「住んでいる建物は十分な耐震性能が

ある（-1.1%）」，「携帯ラジオを常備している

（-0.3%）」のみである）． 
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図 6 日頃からの地震への備え（横軸番号は表 3 を参照） 

表 3 日頃からの地震への備えの実施率と変化 

0

20

40

60

80

100

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18

2023年7⽉
2024年8⽉

%

1家具や⾷器棚が転倒しないようにしている 32.5 36.9 4.4
2懐中電灯を常備している 73.3 73.8 0.5
3携帯ラジオを常備している 33.8 33.5 -0.3
4携帯カセットコンロとガスボンベを常備している 46.3 47.3 1.0
5災害に備えて⾷料を準備している 42.0 52.1 10.1
6災害に備えて飲料⽔を準備している 52.7 64.6 11.9
7災害時の家族との連絡⽅法を決めている 30.2 35.8 5.6
8⾮常持ち出し袋を準備している 36.5 46.5 10.0
9応急処置法を知っている 28.5 25.3 -3.2
10⾮常⽤のトイレを準備している 23.7 31.7 8.0
11地域の防災訓練に参加している 14.5 16.4 1.9
12災害ハザードマップを⾒て避難場所を確認している 54.1 57.7 3.6
13ハザードマップで住んでいる場所の津波の⾼さを確認している 47.5 51.1 3.6
14ハザードマップで住んでいる場所で予想される揺れの強さを確認している 32.8 39.7 6.9
15住んでいる建物は⼗分な耐震性能がある 38.5 37.4 -1.1
16住んでいる場所は津波の想定浸⽔域の外である 49.5 52.3 2.8
17将来、転居することがあれば耐震性能を重視する 69.8 72.9 3.1
18将来、転居することがあれば津波の想定浸⽔域は避ける 72.0 72.1 0.1

2023
1年前

2024
発表後 差
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3．7 地震発生確率ごとの防災行動 

図 7 は，『将来，南海トラフ地震臨時情報が

発表されるときに 1週間以内に大地震が起こ

る確率が示された場合，あなたはどのような

行動をとりますか』に対する結果である．前

回 2023 年の結果と比較してある． 

この図から分かることは，高い防災行動の

順番は発生確率に関わらず，この 1 年でほぼ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変化がないことである．即ち，概ねどの発生

確率であっても， 

・「非常持ち出し品の確認をする」 

・「地震が起きたときのことについて家族

と話し合う」 

・「食糧や燃料を買い込む」 

・「自宅の中の安全な場所で寝る」 

・「室内の家具固定を確認し，応急対策をす

図 7 地震発生確率に応じた防災対応行動をとる割合 

図 8 今後の臨時情報のあり方 
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14
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今のまま、次も発表するのがよい
平常時からの広報や解説を充実した上で、次も発表するのがよい
地震発⽣の⾒込みがもっと⾼い場合に限り、発表するのがよい
情報発表による混乱が⼤きいので、今後は発表しない⽅がよい
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る」 

・「会社や学校は休む」 

・「地域の避難所へ行く」 

・「近くに住む親戚や友人の家に避難する」

の順に実施割合が低くなっていく．そうした

傾向は，初の臨時情報が発表される 1 年前で

も，今回でもほぼ同じであった． 

前回と比べて大きく変化した点は，唯一

「非常持ち出し品の確認をする」が増加して

いる一方，その他の実施項目においてはいず

れも顕著に下がっていることである．また「何

もしない」においては，低い発生確率におい

て 10ポイント近く減少している（低い地震発

生確率だと思っても，何も行動しないという

ことはしない）変化が見られた． 

 

3．8 今後の臨時情報のあり方  

図 8 は『今回は，続けて大地震が発生する

ことなく，南海トラフ地震臨時情報(巨大地震

注意)による 1 週間の呼びかけは終了しまし

た．今後，この情報はどうあるべきだと思い

ますか』に対する結果である．7割以上が「今

のまま，次も発表するのがよい」，「平常時か

らの広報や解説を充実した上で，次も発表す

るのがよい」と肯定的な回答をしている． 

 

4．考察 

 

4．1 初の臨時情報発表による意識変化 

本研究は今回，初めて臨時情報が発表され

たことを受けて臨時情報の対する人々の認識

がどう変化したのか，そして臨時情報を導入

した政策的意図がどの程度実現したのかを調

査する目的で実施された． 

今回の臨時情報発表を挟んだ人々の認識

の変化として，①臨時情報の認知度が顕著に

上がったこと（図 1），②臨時情報が「高い確

率で地震の発生を予告する情報である」と認

識している割合が大きく減少したこと（図 2），

③「日ごろの備え」はわずかに増加している

傾向があること（図 6），④次の臨時情報発表

の際に取ると回答した多くの防災行動の実施

率が減少していること（図 7），等が挙げられ

る． 

まず①の臨時情報の認知度の上昇につい

ては，自治体やメディア，研究機関等による

他のアンケート調査でも同様の結果が得られ

ている[10] [11] [12]．今回，テレビや新聞を中心

に多くのメディアが臨時情報について大々的

に報道したことから，こうした認知度の大き

な上昇は自然なことだと考えられる． 

②について，今回の設問は『「巨大地震注意」

が発表されたことを知った時，「1 週間以内」

に大地震が起きる確率はどの程度だと思いま

したか』（下線は本論文の筆者による）と，「臨

時情報の発表を知った時」という条件で質問

した．それに対する結果は，「高い確率で地震

が起きる」と回答した割合は（前回 1 年前に

比べれば）大きく減少したというものであっ

た． 

しかしながら，注意呼びかけ期間“中”の

の8月9〜11日に実施された東京大学（2024）

[12]の緊急アンケート調査によれば，臨時情報

を見聞きした後に「大きな地震が起こると思

った」と回答したのが 30％，「大きくはない

が，地震が起こると思った」が 44.8％（南海

トラフ地震防災対策推進地域を対象とした調

査）と，4 人に 3 人が「地震が起こる」と思

い込んでいたことが報告されている． 

これら 2 つの調査結果は一見，矛盾したも

のに見える．その一つの解釈としては，本ア

ンケートの回答者は，後知恵バイアス[13]の影
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響を受けていることが考えられる．本調査は

「注意呼びかけ期間“後”」に実施されている．

そして今回は結果的に大地震が発生しなかっ

た．これらのことから，本アンケートの回答

者は，記憶を遡って臨時情報の発表を知った

「当時」の認識を尋ねられたにもかかわらず，

アンケートを実施した（が，実際には地震が

起きなかったことが既に分かっている）8 月

20 日〜22 日現在の認識が，当時の記憶に置き

換わってしまった可能性が考えられる．もし

そうであるならば，本調査の結果は，8 月 20

日〜22 日時点での認識ということを意味す

ることになり，解釈に注意を要する． 

③の「日ごろの備え」の変化について，前

回から５ポイント以上増加している項目は，

上昇幅の大きい順に， 

・「災害に備えて飲料水を準備している

（+11.9%）」， 

・「災害に備えて食料を準備している

（+10.1%）」， 

・「非常 持ち出し袋を準備 し て い る

（+10.0%）」 

・「非常用の トイレを準備 し て い る

（+8.0%）」， 

・「ハザードマップで住んでいる場所で予

想される揺れの強さを確認している（+6.9%）」， 

・「災害時の家族との連絡方法を決めてい

る（+5.6%）」 

である．これらは「臨時情報発表を聞いた後

の行動」（図 3）で実施割合の高かった 

・「食料や燃料の備蓄を確認した」， 

・「非常持ち出し品の確認をした」， 

・「大地震が起きたときのことについて家族

と話し合った」， 

・「食料や燃料を買い込んだ」， 

等といった項目と重なるものがある．このこ

とから，初の臨時情報発表によって，特に「食

料や水の備蓄」や「家族との話し合い」等の

防災行動が促進され，結果的に日頃の備えが

上昇した，と解釈することも可能である． 

しかしながら，上昇率は最大でも 10ポイン

ト程度であること，微増もしくはほとんど変

わらない項目が多いことから，臨時情報によ

る効果も限定的だと言わざるを得ない．さら

に，この 1 年間に 2024 年 1 月能登半島地震 

が発生しているので，その影響も受けている

可能性は否定できない．その場合，臨時情報

の効果もより限定的なものになる． 

④については，「次」の臨時情報発表に際し

ての防災行動の意思を問うたものである．「非

常持ち出し品の確認をする」以外の項目は，

どの発生確率でも１年前と比べて顕著に下が

っている．このことから，今後，同様な臨時

情報の発表があっても，防災行動を取る割合

が下がることが示唆される． 

なおこの問いはあくまでも「回答者本人が

どのようにしたいと思っているか」といった

「自己イメージ」であることに注意が必要で

ある．今回の発表に際して「実際に」取られ

た行動割合は図 3 にあるように，前回調査（図

７左図）で得られた割合よりも著しく低かっ

た．例えば，確率 80%の場合，前回の調査では

6 割近くが「非常持ち出し品の確認をする」，

「地震が起きたときのことについて家族と話

し合う」，「食糧や燃料を買い込む」と回答し

ていたが，今回「実際」に実施された割合は，

それぞれ 25.0%，17.7%，13.6%と 1/2〜1/4 程

度低くなっている．その他の防災行動につい

ても同様である．従って，次回の臨時発表の

際に実際に人々が取る防災行動は，図 7右図

で示されたものと比べて低いものとなること

が予想される． 
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以上のように，今回の臨時情報の発表前と

比べると，臨時情報の認知度自体は高くなり，

「大地震発生を知らせる情報である」との誤

解も減少するといった正しい理解が進んだ．

その反面，臨時情報発表前後で地震への備え

の向上ははっきりせず，次に臨時情報が発表

された際の防災行動はむしろ下がることが示

唆されるといった結果となった． 

 

4．2 政策的意図実現からの検証 

次に，今回の結果から，臨時情報を導入し

た政策的意図がどの程度実現したのかを検討

する． 

そもそも臨時情報（巨大地震注意）が発表

された際の対応として，ガイドラインには「南

海トラフ地震臨時情報(巨大地震注意)が発表

された場合，日常生活を行いつつ，日頃から

の地震への備えの再確認，個々の状況に応じ

て，一定期間地震発生に注意した行動をとる

ことが重要である」（下線は本論文の筆者によ

る）と書かれている[5]．更に国が推奨してい

る具体的な住民の防災行動の例としては，以

下の項目が挙げられている[5]： 

〇日頃からの地震への備えの再確認の例： 

・避難場所・避難経路の確認 

・家族との安否確認手段の確認 

・家具の固定の確認 

・非常持出品の確認 

〇できるだけ安全な防災行動の例： 

・高いところに物を置かない 

・屋内のできるだけ安全な場所で生活 

・すぐに避難できる準備（非常持出品等） 

・危険なところにできるだけ近づかない  

                 など． 

また必要に応じて自主避難は妨げないとも書

かれてある． 

今回の臨時情報発表直後に実際に取られ

た防災行動（図 3）は，「非常持出品の確認」

や「家族との安否確認手段の確認」が 2割前

後，「家具の固定の確認」や「屋内のできるだ

け安全な場所で生活」は 5％程度しかなく，

決して高いとは言えない． 

また，ガイドラインには『南海トラフ地震

臨時情報(巨大地震注意)発表時に，住民があ

わてて水・食料等の備蓄や家具の固定をする

ことがないよう，地方公共団体は，「日頃から

の地震への備え」について機会を捉えて周知

し，住民に必要な対策の実施を促すことが重

要である』と記載されているが，今回の臨時

情報の発表に際して「食料や燃料を買い込ん

だ」と回答したものが一定程度（14.5%）存在

した．そのことから，地方公共団体の周知徹

底も不十分だったことがうかがわれる． 

更に，今回「何もしなかった」と回答した

割合が 24.7%に上ることから，ガイドライン

で「日常生活を行いつつ，日頃からの地震へ

の備えの再確認，個々の状況に応じて，一定

期間地震発生に注意した行動をとること」と

したにもかわらず，4 人に 1 人には全く効果

がなかったことになる． 

このように，国の推奨行動の内，実施率の

高かったのは「非常持出品の確認」のみであ

り，安全な場所での就寝など大して手間のか

からない「できるだけ安全な防災行動」でさ

え僅かな実施率であった．臨時情報の導入を

通じて国が意図した防災行動は，必ずしも実

施されていないことが示唆される． 

 

4．3 今後の課題 

今後の課題としてまず，地震発生の主観確

率の低下が何によってもたらされたのかを明

らかにすることが挙げられる．前述のように
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4 人に 3 人が「地震が起こる」と思い込んで

いたという東京大学（2024）の調査[12]は，注

意呼びかけ期間“中”の 8 月 9〜11 日に実施

されたものであった．しかるに，臨時情報の

発表直後から「後発地震の発生確率は数百回

に一回程度」であることについては，気象庁

もメディアも繰り返し広報・報道していた[14] 

[15] [16] [17] [18]．それにも関わらず， 4人に 3

人は「地震が起こると思っていた」と回答し

ていたことは，こうした広報や報道によって

は地震発生の高い主観確率は低下せず，実際

に地震が発生しなかったという事実をもって，

ようやく主観確率が低下した可能性も否定で

きない． 

この点を確認するためにもまず，今回見ら

れた「主観確率の低下」が，臨時情報の注意

呼びかけ期間が終了した現在でも見られるか

どうか再調査する必要がある．また，政府や

メディアによる広報や報道に対する意識調査

も合わせて実施することも求められる． 

政策的観点からは，「臨時情報の今後のあ

り方」についても，より詳細な調査が必要で

ある．図 8 にあるように今回の調査では，「今

のまま，次も発表するのがよい」と回答した

のが約 3 割，「平常時からの広報や解説を充

実した上で，次も発表するのがいい」とあわ

せて約 7割が，現状の臨時情報のあり方に対

して肯定的な意見を持っているという結果が

得られている．しかしこれは，単に今回の回

答者がたまたま，臨時情報発表で大きな不便

や実害を受けていないことが理由であること

も考えられる．実際，図 5 にあるように臨時

情報発表後「3 日間」で全体の 5 割強が，地

震発生に対する危機感をなくしているという

調査結果も，臨時情報に対する無関心ぶりを

示しており，本調査の回答者は臨時情報によ

って実害を被っていないことを示唆するもの

だといえる．こうした点について明らかにす

るためにも，「今後のあり方」の質問について

は，回答の理由も記してもらうなど調査の工

夫が必要である． 

これに関連して，宿泊や予約のキャンセル

による観光業等の経済的損失といった点につ

いてもつまびらかにしていく必要がある．な

んとなれば，政策を評価する際はこうした政

策に伴う副作用も無視できないからである．

それには，より広い対象への調査も今後，実

施する必要がある． 

最後に，本調査の結果から政策的含意につ

いて論じる．今回の結果は，臨時情報の発表

によって意図した防災行動が促進されていな

いばかりか，次の臨時情報発表の際には，防

災行動の低下をも示唆するものとなっていた．

これは，現状の臨時情報のあり方では，政策

的意図の実現には余り有効に機能していない

ことを意味する． 

その原因の一つとして，現行の目標が「日

常生活を行いつつ，日頃からの地震への備え

の再確認，個々の状況に応じて，一定期間地

震発生に注意した行動をとること」と一見多

岐にわたっており，情報の受け取り側は，自

らの置かれた状況や解釈によって，取るべき

行動が必ずしも明瞭でなくなってしまってい

ることが考えられる．例えば「日常生活を行

いつつ」のみに焦点が当てられてしまったら，

本アンケートの回答にあった，臨時情報発表

後「何もしなかった」という行動は必ずしも

不適切なものではなくなる．また，「日頃から

の地震への備えの再確認」という表現も，こ

れまで備えをしてきた人々のみを対象として

いるように受け取られ，備えをしてこなかっ

た人はそもそも何を再確認していいのか分か
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らないため，適切とはいえない． 

こうしたことから，もし臨時情報を導入し

た政策的意図が「国民の地震に対する備えの

強化」であるならば，例えば「日常生活に支

障を来さない範囲内で，地震に対する備えを

できるだけ強化すること」とシンプルに表現

することも一案である．このように表現すれ

ば，地震の備えが既に出来ている人々も，余

り進んでいない人々にとっても「やるべきこ

と」が明確になる． 

併せて名称についても，現行の「臨時情報

（巨大地震注意）」から，例えば「臨時情報（地

震準備強化）」のように，こうした目標を直接

表す用語に変更することも一案である．「巨大

地震注意」というある種，地震予知を連想さ

せる言葉は，臨時情報においては適切なもの

ではない．なんとなれば，そもそも臨時情報

は「地震予知は困難である」との経緯を受け

て導入された制度だからである．即ち，臨時

情報発表後の地震発生は確率的には低いもの

の，その可能性も完全には否定できない「も

うこれ以上はわからない」という現在の地震

学の限界を踏まえ，そうした状況に対する国

としての「政策的な判断」の結果決められた

防災行動が，「日常生活を行いつつ，日頃から

の地震への備えの再確認，個々の状況に応じ

て，一定期間地震発生に注意した行動をとる

こと」であった．こうした政策的経緯からも，

「巨大地震注意」という用語を使うことは適

切とはいえない． 

さらに今回の調査結果からも，地震発生の

主観確率は大きく低下していることが示され

ており（図 2），「巨大地震注意」という地震

を連想させる言葉で国民に危機感を持たせ，

その後の防災行動を促すのは限界があるもの

と考えられる．仮に名称を「臨時情報（地震

準備強化）」に変更した場合，どの程度の政策

的効果があるのか明らかにするのは，今後の

新たな調査課題だといえる． 

臨時情報による人々の防災意識や行動は，

臨時情報発表のトリガーとなる地震の発生様

式や場所，社会の反応などによっても大きく

影響を受けることが考えられる．例えば地震

が起きたのが今回の日向灘沖のような南海ト

ラフ地震の想定震源域の端ではなく，2016年

の三重県南東沖地震や 2009 年の駿河湾地震

などのように，より都市部に近い場所であっ

たのなら，報道の仕方や社会の反応も今回と

大きく違っていた可能性がある．こうした違

いによる影響を明らかにするためにも，本調

査のような定期的な定点調査を今後も継続し

ていく必要がある． 
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